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第3次基本計画における見直し（ローリング）時期等について

前期� 中期� 後期�
時
間�

平成13年� 16年� 19年� 22年� 25年�

人
口�

計画期間における将来人口の推移傾向

前　期

中　期

後　期

第3次基本計画（第2次改定）

◆
目
的

こ
の
計
画
は
、
市
行
政
の
立
場

か
ら
、
基
本
構
想
に
示
さ
れ
た
課

題
に
取
り
組
み
、
そ
の
基
本
目
標

で
あ
る「
人
間
の
あ
す
へ
の
ま
ち
」

を
実
現
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
ま

す
。
ま
た
、
こ
の
計
画
は
、
三
鷹

市
民
憲
章
と
と
も
に
計
画
的
な
行

財
政
運
営
の
指
針
と
な
る
も
の
で

す
。

◆
性
格

こ
の
計
画
は
、
主
と
し
て
市
が

推
進
主
体
と
な
る
施
策
に
つ
い
て
、

基
本
的
な
考
え
方
、
体
系
、
主
要

事
業
の
目
標
や
実
施
時
期
等
の
内

容
を
定
め
、
施
設
計
画
だ
け
で
な

く
、
非
施
設
計
画（
人
的
サ
ー
ビ
ス
）

を
含
む
総
合
計
画
と
し
て
定
め
ま

す
。
た
だ
し
、
計
画
の
実
現
に
あ

た
っ
て
は
、
市
だ
け
で
な
く
、
市

民
、
国
、
東
京
都
、
他
の
自
治
体
、

関
係
機
関
、
関
係
団
体
、
事
業
者
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
の
連
携
や
協
力
が
必

要
と
な
り
ま
す
の
で
、
こ
れ
ら
の

Ⅰ
総
論

推
進
主
体
に
係
る
施
策
に
つ
い
て

も
掲
げ
て
い
ま
す
。

◆
目
標
年
次

こ
の
計
画
の
目
標
年
次
は
、
お

お
む
ね
２
０
１
０
年（
平
成
22
年

度
）と
し
ま
す
。
た
だ
し
、
第
３
次

基
本
計
画
は
、
計
画
期
間
を
４
年

毎
の
３
期（
前
期
・
中
期
・
後
期
）

に
分
け
、
見
直
し（
ロ
ー
リ
ン
グ
）

を
規
定
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
場

合
、
中
期
の
最
終
の
年
度
で
あ
り

後
期
の
最
初
の
年
で
あ
る
２
０
０

７
年（
平
成
19
年
度
）は
調
整
期
間

と
し
ま
す
。

◆
計
画
人
口

計
画
人
口
は
、
お
お
む
ね
１
７

５，
０
０
０
人
と
し
ま
す
。（
注
）今

回
の
改
定
前
の
第
３
次
基
本
計
画

（
改
定
）で
は
、
平
成
16
年
に
行
っ

た「
計
量
経
済
モ
デ
ル
に
よ
る
三
鷹

市
経
済
の
長
期
予
測
調
査（
以
下

「
予
測
調
査
」と
い
う
）」な
ど
の
結

果
か
ら
、
計
画
期
間
内
の
最
大
人

口
予
測
を
基
礎
と
し
て
、
お
お
む

ね
１
７
５，
０
０
０
人
を
計
画
人
口

と
し
て
い
ま
し
た
。
今
回
行
っ
た

予
測
調
査
に
よ
る
と
、
三
鷹
市
の

人
口
は
、
今
後
、
増
加
傾
向
が
続

き
、
計
画
期
間
中
に
は
１
７
８，
０

０
０
人
を
超
え
る
こ
と
と
な
り
ま

す
が
、
そ
の
後
、
横
ば
い
か
ら
緩

や
か
な
減
少
傾
向
と
な
る
こ
と
が

予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
今

回
の
第
２
次
改
定
に
あ
た
っ
て
は
、

都
市
計
画
手
法
等
に
よ
り
開
発
等

の
規
模
や
あ
り
方
な
ど
を
積
極
的

に
規
制
・
誘
導
す
る「
成
長
管
理
」の

政
策
も
実
施
し
な
が
ら
当
面
の
人

口
増
加
へ
の
対
応
を
行
う
と
と
も

に
、
将
来
的
な
人
口
減
少
を
視
野

に
入
れ
た
政
策
構
想
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
現
行
の

人
口
フ
レ
ー
ム
の
ま
ま
と
し
ま
す
。

◆
計
画
の
基
調

こ
の
計
画
は
、
基
本
構
想
の
基

本
理
念
で
あ
る「
平
和
の
希
求
」「
人

権
の
尊
重
」及
び「
自
治
の
実
現
」を

基
調
と
し
て
、
三
鷹
か
ら
世
界
に

広
が
る
地
球
的
視
点
に
立
っ
て
、

環
境
に
配
慮
し
た
循
環
型
社
会
の

実
現
を
め
ざ
し
て
、
様
々
な
人
び

と
と
共
に
生
き
る
協
働
の
ま
ち
づ

く
り
を
推
進
す
る
た
め
の
総
合
計

画
と
し
て
策
定
し
ま
す
。
こ
の
３

つ
の
理
念
は
、
将
来
に
わ
た
っ
て

世
界
の
人
び
と
と
共
有
す
べ
き
普

遍
的
な
理
念
で
あ
る
と
と
も
に
、

三
鷹
市
が
市
民
生
活
の
充
実
に
向

け
て
取
り
組
む
全
て
の
施
策
の
前

提
と
な
る
も
の
で
す
。

◆
基
本
目
標

こ
の
計
画
の
基
本
目
標
を「
人
間

の
あ
す
へ
の
ま
ち
」と
定
め
ま
す
。

こ
の
基
本
目
標
は
、
基
本
構
想
の

掲
げ
る
目
標
と
同
一
で
あ
り
、「
平

和
の
希
求
」「
人
権
の
尊
重
」「
自
治

の
実
現
」を
基
調
と
す
る
も
の
で

す
。「
人
間
の
あ
す
へ
の
ま
ち
」は
、

「
高
環
境
・
高
福
祉
の
ま
ち
づ
く

り
」に
よ
っ
て
実
現
さ
れ
ま
す
。

◆
自
治
体
経
営
の

基
本
的
な
考
え
方

協
働
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
展
開

を
基
礎
に
お
い
た
自
治
の
推
進
に

関
す
る
基
本
的
な
制
度
等
を
整
備

し
、
効
率
的
で
開
か
れ
た
自
治
体

経
営
を
基
礎
と
し
て
分
権
時
代
に

ふ
さ
わ
し
い「
21
世
紀
型
自
治
体
」

の
経
営
の
あ
り
方
を「
創
造
的
な
自

治
体
経
営
」と
し
ま
す
。
自
治
体
経

営
の
視
点
か
ら
、
地
域
に
お
け
る

資
源
を
最
大
限
に
活
用
し
た
事
業

の
戦
略
的
展
開
を
図
り
、
変
化
に

柔
軟
か
つ
機
動
的
に
対
応
で
き
る

推
進
体
制
を
整
備
し
ま
す
。
ま
た
、

ト
ッ
プ
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
と
執
行

体
制
の
確
立
、
議
会
の
権
能
の
発

揮
と
協
力
、
市
民
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
事

業
者
等
と
の
協
働
を
基
本
と
し
な

が
ら
、
重
点
課
題
の
設
定
や
行
政

評
価
の
実
施
に
よ
り
、
効
率
的
な

行
政
を
推
進
し
ま
す
。

自
治
基
本
条
例
の
制
定
に
よ
り
、

自
治
の
基
本
理
念
と
基
本
原
則
等

を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
市

民
自
治
に
よ
る
協
働
の
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
し
ま
す
。

◆
財
政
フ
レ
ー
ム

計
画
に
掲
げ
た
各
事
業
の
実
現

性
を
確
保
す
る
た
め
、
計
画
期
間

内
の
財
政
フ
レ
ー
ム（
財
政
の
総

枠
）を
次
の
と
お
り
設
定
し
ま
す
。

な
お
、
こ
の
フ
レ
ー
ム
は
、
現
時

点
で
の
将
来
推
計
に
基
づ
き
算
定

し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
経
済

変
動
等
に
よ
り
再
調
整
す
る
こ
と

と
し
ま
す
。

三
鷹
市
の
財
政
状
況
は
、
景
気

回
復
の
兆
し
が
表
れ
は
じ
め
た
と

は
い
え
、
個
人
所
得
の
伸
び
悩
み

な
ど
に
よ
り
、
依
然
と
し
て
厳
し

い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
第
3
次
基
本
計
画
第
1

次
改
定
後
に
行
わ
れ
た
地
方
税
財

政
制
度
の
改
革
を
は
じ
め
と
す
る

状
況
の
変
化
な
ど
に
よ
り
、
市
の

財
政
構
造
も
変
化
を
余
儀
な
く
さ

れ
て
い
る
た
め
、
第
３
次
基
本
計

画
の
後
期
財
政
フ
レ
ー
ム
を
再
構

成
し
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
平
成
16
年
度
か

ら
平
成
18
年
度
ま
で
に
行
わ
れ
た

「
三
位
一
体
の
改
革
」に
よ
る
国
庫

補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
減
と
、

平
成
19
年
度
か
ら
は
所
得
税
か
ら

住
民
税
へ
の
税
源
移
譲
が
行
わ
れ

た
こ
と
に
よ
る
影
響
で
す
。
こ
れ

に
加
え
、
平
成
11
年
度
以
降
実
施

さ
れ
て
き
た「
恒
久
的
減
税
」に
つ

い
て
も
、
定
率
減
税
は
廃
止
さ
れ

る
一
方
、
他
の
減
税
措
置
は
恒
久

化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
こ
れ
と

と
も
に
地
方
特
例
交
付
金
等
に
よ

る
財
源
補
て
ん
措
置
も
大
部
分
が

廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
17
年
度
の
介
護
保
険

法
の
改
正
や
、
平
成
18
年
４
月
か

ら
施
行
さ
れ
た
障
害
者
自
立
支
援

法
に
基
づ
く
対
応
な
ど
、
社
会
福

祉
制
度
の
改
革
に
よ
る
見
直
し
要

素
も
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
影
響
の
大
部
分
は
、

既
に
平
成
20
年
度
予
算
に
反
映
し

て
い
る
た
め
、
今
回
の
第
２
次
改

定
に
あ
た
っ
て
は
、
平
成
20
年
度

予
算
を
基
礎
と
し
、
市
税
を
は
じ

め
と
す
る
一
般
財
源
の
推
計
を
行

い
な
が
ら
、
現
在
判
明
し
て
い
る

制
度
の
変
更
内
容
を
加
味
し
て
後

期
財
政
フ
レ
ー
ム
の
見
直
し
を
行

い
ま
し
た
。

基
本
計
画（
第
２
次
改
定
）の
後

期
財
政
フ
レ
ー
ム
で
は
、
改
定
前

の
財
政
フ
レ
ー
ム
を
修
正
し
、
平

成
19
年
度
か
ら
平
成
22
年
度
ま
で

の
後
期
の
普
通
会
計
の
合
計
予
算

額
を
下
表
の
と
お
り
歳
入
・
歳
出

で
お
お
よ
そ
２，
３
３
８
億
円
と
見

込
み
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
歳
入
の
根
幹
を
占

め
る
市
税
収
入
を
１，
４
２
２
億
円

（
歳
入
合
計
に
占
め
る
割
合：

60
・

８
％
）と
し
、
歳
出
で
は
、
扶
助
費

な
ど
の
義
務
的
経
費
を
１，
１
２
６

億
円（
歳
出
合
計
に
占
め
る
割
合：

48
・
２
％
）と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
と
し
て
の
建
設
事
業

費
に
つ
い
て
は
、「
都
市
の
更
新
・

再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」の
取
り
組
み

な
ど
に
よ
り
２
３
９
億
円（
歳
出
合

計
に
占
め
る
割
合：

10
・
２
％
）と

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
主
要
財
政
指
標
の
目
標

（
経
常
収
支
比
率：

概
ね
80
％
台
維

持
、
公
債
費
比
率：

概
ね
12
％
を

超
え
な
い
こ
と
、
実
質
公
債
費
比

率：

概
ね
16
％
を
超
え
な
い
こ
と
、

人
件
費
比
率：

概
ね
24
％
を
超
え

な
い
こ
と
）の
達
成
を
め
ざ
す
こ
と

に
よ
り
、
財
政
の
健
全
性
の
維
持

を
図
り
ま
す
。
特
に
、
計
画
期
間

内
の
市
債
に
つ
い
て
は
、「
都
市
の

更
新
・
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」の
取

り
組
み
を
進
め
つ
つ
、
発
行
額
を

償
還
元
金
額
以
下
に
抑
制
す
る
こ

と
に
よ
り
、
市
債
残
高
を
平
成
22

年
度
末
ま
で
に
約
61
億
円
程
度
の

縮
減
を
め
ざ
し
ま
す
。（
平
成
18
年

度
末
現
在
残
高：

約
４
５
４
億

円
）。こ
う
し
た
取
り
組
み
に
よ
り
、

公
債
費
は
漸
減
傾
向
が
続
く
こ
と

に
よ
り
、
計
画
期
間
後
を
含
め
て
、

後
年
度
負
担
に
留
意
し
た
財
政
運

営
を
進
め
ま
す
。
さ
ら
に
、
基
金

に
つ
い
て
も
、
可
能
な
限
り
残
高

の
確
保
に
努
め
ま
す（
平
成
18
年
度

末
現
在
残
高：

約
94
億
円
）

◇
フ
レ
ー
ム
積
算
の
基
礎

財
政
フ
レ
ー
ム
の
積
算
に
あ
た

っ
て
は
、
平
成
20
年
度
予
算
額
を

基
礎
に
、
次
の
方
法
に
よ
り
推
計

し
ま
し
た
。

【
経
済
予
測
】

国
で
は
、「
日
本
経
済
の
進
路
と

戦
略（
平
成
20
年
１
月
18
日
閣
議
決

定
）」の
試
算
資
料
に
お
い
て
平
成

20
年
度
の
経
済
成
長
率（
名
目
）を

2.1
％
程
度
と
見
込
み
、
平
成
21
年

度
以
降
は
２
％
程
度
あ
る
い
は
そ

れ
以
上
の
成
長
経
路
を
た
ど
る
と

試
算
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
依

然
と
し
て
厳
し
い
所
得
状
況
が
続

い
て
い
る
こ
と
か
ら
、

「
計
量
経
済
モ
デ
ル
に

よ
る
三
鷹
市
経
済
の
長

期
予
測
報
告
書（
平
成

19
年
３
月
）」な
ど
も
参

考
と
し
て
、
こ
の
計
画

で
は
、
平
成
21
年
度
以

降
2.0
％
と
見
込
み
ま
し

た
。
ま
た
、
消
費
者
物

価
の
上
昇
率
は
1.0
％
と

し
ま
し
た
。

第
1
部
計
画
の
前
提

第
2
部
計
画
の
基
礎

高環境：緑と水の公園都市の創造
安全性や利便性、快適性などの視点から、都市全体をうるおいをもった緑と水
の公園都市として創造することによって、高環境のまちをめざします。

高福祉：いきいきとした豊かな地域社会の形成
全ての人びとが健康で安心して生活できる、文化の薫り高い、いきいきとした
豊かな地域社会を形成することによって、高福祉のまちをめざします。

【
市
税
】

現
行
税
制
を
前
提
と
し
つ
つ
、

経
済
予
測
で
用
い
た
経
済
成
長
率

と
同
率
の
伸
び
を
見
込
み
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
譲
与
税
及
び
各
種
交

付
金
に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
を

前
提
に
、
市
税
収
入
と
同
率
の
伸

び
を
見
込
み
ま
し
た
。

【
人
件
費
】

今
後
の
定
年
退
職
者
の
見
込
み

等
を
勘
案
し
て
算
出
し
ま
し
た
。

【
公
債
費
】

既
借
入
の
市
債
、
計
画
期
間
内

の
市
債
の
償
還
費
を
推
計
し
て
算

出
し
ま
し
た
。

【
扶
助
費
】

生
活
保
護
費
の
実
績
等
を
参
考

に
算
出
し
ま
し
た
。

【
投
資
的
経
費
及
び
そ
の
他
の
経
費
】

計
画
期
間
内
の
事
業
に
基
づ
き

算
出
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
伴
い
、

国
庫
支
出
金
及
び
都
支
出
金
等
の

特
定
財
源
に
つ
い
て
、
計
画
事
業

の
推
移
に
連
動
し
た
調
整
を
行
い

ま
し
た
。

区　　分 基本計画（改定） 構成比 基本計画（第2次改定） 構成比
後期（2007～2010） 後期（2007～2010）

市税 1,391億円 61.3% 1,422億円 60.8%
国・都支出金 453億円 19.9% 462億円 19.8%
市債 58億円 2.5% 95億円 4.0%
その他の収入 369億円 16.3% 359億円 15.4%
合計 2,271億円 100.0% 2,338億円 100.0%
義務的経費 1,118億円 49.2% 1,126億円 48.2%
投資的経費 204億円 9.0% 239億円 10.2%
その他の経費 949億円 41.8% 973億円 41.6%
合計 2,271億円 100.0% 2,338億円 100.0%

第3次基本計画における財政フレーム（改定）［普通会計ベース］
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